
２０２３年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：日本語教育研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                 

 

基準１ 理念・目的  点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的を適切に踏まえ、 学部・研究科の目的を適切に設定しているか。 

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材 

育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容 

○大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 

本学は「学問の独立」「学問の活用」「模範国民の造就」を三大教旨と

している。このうち「模範国民の造就」は、「グローバリゼーションが

進展する現代、豊かな人間性を持った「地球市民の育成」と言い換えら

れている（資料 1-①-1）。人びとが国境を越えて移動し、さまざまな

言葉を使って、共に学んだり、仕事をしたりする機会が日常化している

現代社会においては、多様な背景を持つ人びとが、言語や文化を越え

て、いかにコミュニケーションをとり、相互理解を深めていけるかが、

現代に生きる私たちの共通課題である。コミュニケーションの実践にあ

たっては、言語がきわめて重要である。日本語教育学を主専攻とする本

研究科では、このような現代社会において、日本語教育が果たす役割、

日本語教育によってどのような未来を創出できるのかを構想し、日本語

教育学の知見を持って社会作りに貢献できる人材の育成を目指している

（資料 1-①-2、1-①-3、1-①-4）。 

 

【グッドプラクティス】 

特になし。 

 

【課題】 

研究科の目的について、大学理念との関係性を文中に明示していない。 

1-①-1 本学教旨 

1-①-2 研究科ウェブサイト 

1-①-3 研究科パンフレッ

ト（p.4） 

1-①-4 研究科要項(p.4) 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

人材育成その他の教育研

究上の目的（以下、「目

的」）を設定している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・目的を学則別表に記載

している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・目的を学部・研究科単

位で設定している。 

・目的は高等教育機関と

してふさわしく、学

部・研究科の個性や特

徴を示している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・目的と大学の理念との

関連性を考慮し、文中

に明示している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・目的を課程ごと、学位

ごとに定めている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3  



 

基準１ 理念・目的  点検・評価項目② 

 

学部・研究科の目的を教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。 

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材育 

成その他の教育研究上の目的の適切な明示  

○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目的、学部・研究科の目的等の周知

及び公表 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

本研究科は、日本語教育学を主専攻とする独立研究科である。本研究科

では、人びとが国境を越えて移動し、さまざまな言葉を使って、共に学

んだり、仕事をしたりする機会が日常化している現代社会において、日

本語教育が果たす役割、日本語教育によってどのような未来を創出でき

るのかを構想し、日本語教育学の知見を持って社会作りに貢献できる、

日本語教師をはじめとするさまざまな分野で活躍する人材の育成を目指

している。以上について、研究科ウェブサイト、パンフレット、研究科

要項などで公開している。独立研究科のため、研究科における人材育

成、教育研究の目的を設定し、公開している（資料 1-①-2、1-①-3、1-

①-4）。 

 

【グッドプラクティス】 

研究科の目的について、全教員が参加する会議で定期的に情報共有を行

うとともに、意見交換を行っている。また、ウェブサイト、パンフレッ

ト、要項など複数の媒体で公表するとともに入試説明会などの機会にお

いても説明している。 

 

【課題】 

研究科の目的について、箇所内の教職員が定期的に確認する機会を設定

し公表しているが、対象（在籍生、受験生、一般等）ごとの情報の得や

すさや理解のしやすさを配慮した個別の工夫を行う。 

1-①-2 研究科ウェブサイト 

1-①-3 研究科パンフレッ

ト（p.4） 

1-①-4 研究科要項(p.4) 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

目的を刊行物やウェブサ

イトなどいずれかの方法

で公表している。 

目的を刊行物、ウェブサ

イトを含めた複数の方法

で公表している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・目的の公表にあたって

は、学部、学科又は課

程ごとに、研究科にお

いては、研究科又は専

攻ごとに明示してい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・目的を箇所内の教職員

が定期的に確認する機

会を設定している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・目的を箇条書きにす

る、図示化するなどの

工夫により情報の得や

すさや理解のしやすさ

に配慮している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
取り組み状況には、「研究科の目的について、全教員が参加する会議で定期的に情報共有を行うとと

もに、意見交換を行っている。」とあるが、根拠資料からは読み取れなかったため、3 と判断した。 

 



基準１ 理念・目的  点検・評価項目③ 

 

大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学として将来を見据えた中・長期の 

計画その他の諸施策を設定しているか。 

○将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 

・認証評価の結果等を踏まえた中・長期の計画等の策定 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

  



基準２ 内部質保証  点検・評価項目① 

 

内部質保証のための方針及び手続を定めているか。 

○下記の要件を備えた内部質保証のための方針及び手続の設定 

・内部質保証に関する基本的な考え方  

・内部質保証の推進に責任を負う組織の権限と役割 

・教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（ＰＤＣＡサイクルの運用プロセスなど） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

１ 

【自己評価の理由】 

内部質保証を定め、推進するために、大学の規定によって定められた大

学点検・評価担当の教務主任を委員長とする教務委員会を設置し定期的

に委員会を開催している。同委員会においては、研究科執行部と連携を

とりつつ、４つのポリシーを検討するとともに、その実施状況につい

て、定期的に点検を行っている。点検の結果、改善、向上の必要性が認

められる場合には、所掌の委員会、あるいは各種会議体に付議し、改

善・向上を推進している。また、必要に応じて WG を立ちあげるなどし

ている（資料 2-①-1）。 

 

【グッドプラクティス】 

2023 年度は「博士課程の指導・審査」に関する WG を立ち上げ、個別の

案件について議論すると共に、教務委員会と連携し評価の基準について

も反映させた。 

 

【課題】 

内部質保証については、体制が整備され全教員で共有しつつ実質的に動

いているが、内規等の文書は定められていない。 

2-①-1 教員業務分担一覧 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・内部質保証のための方

針および手続きを設定

している。 

・内部質保証推進組織を

はじめとする内部質保

証に関する体制が整備

され、各組織の権限・

役割が内規等で定めら

れている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・内部質保証体制の各組

織が十分に機能するよ

う、それぞれの役割が

定義されている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・内部質保証体制の各組

織が十分な連携が図れ

るよう、それぞれの役

割が定義されている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・内部質保証体制を図示

化するなど、PDCAの

一連のサイクルが明確

にされている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・内部質保証のための方

針や手続きについて、

所属の教職員に定期的

に共有する機会を設け

ている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1   

  



基準２ 内部質保証  点検・評価項目② 

 

内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 

 ○全学内部質保証推進組織・学内体制の整備 

○全学内部質保証推進組織のメンバー構成 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

  



基準２ 内部質保証 点検・評価項目③ 

 

方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 

○方針及び手続に従った内部質保証活動の実施 

○学部・研究科における点検・評価の定期的な実施  

○学部・研究科おける点検・評価結果に基づく改善・向上の計画的な実施 

○行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置 計画履行状況等調査等）に対する適切な対応  

○点検・評価における客観性、妥当性の確保 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

本研究科においては、内部質保証の推進は教務委員会が担うこととして

いる。教務委員会では、本チェックシートの記入にあたり課題を洗い出

し、研究科執行部と連携をとりつつ、４つのポリシーの実施状況につい

て、点検を行っている。また、会議等において全教員で点検状況を検

討、共有している。課題が見出された場合は、必要に応じて所掌委員会

や会議体に検討、解決を依頼している。認証評価での指摘事項への対応

に着手しており、2024年度の改善報告書提出期限までには対応できる見

込みである（資料 2-③-1）。 

 

【グッドプラクティス】 

会議等において全教員で点検状況を検討、共有している。 

 

【課題】 

 

2-③-1 2023 年度教務委員

会開催記録 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・内部質保証の取組が方

針と手続きに従って行

われている。 

・点検・評価結果に基づ

いて、内部質保証推進

組織による改善のため

の検討が行われてい

る。 

・文部科学省や認証評価

機関からの指摘事項に

対応している。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・点検・評価および点

検・評価の結果に基づ

く改善を定期的に行う

仕組みを構築してい

る。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・内部質保証推進組織に

よる改善のための検討

が行われ、その結果が

箇所内に共有されてい

る。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・点検・評価結果に基づ

く改善を行っている。 

・内部質保証のプロセス

の客観性・妥当性を確

保するための取組を行

っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・内部質保証システムに

関する自己点検・評価

の結果に基づいた取り

組みの結果、改善が見

られる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 

根拠資料からは、内部質保証推進組織による改善のための検討が行われ、その結果が箇所内に共有さ

れているか読み取れないため、２と判断した。  

 



基準２ 内部質保証 点検・評価項目④ 

 

教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果

たしているか。 

 ○教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表 

○公表する情報の正確性、信頼性 

○公表する情報の適切な更新 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

基準２ 内部質保証 点検・評価項目⑤ 

 

内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に

向けた取り組みを行っているか。 

 ○全学的なＰＤＣＡサイクル等の適切性、有効性の定期的な点検・評価 

○点検・評価における適切な根拠（資料、情報）の使用 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

基準３ 教育・研究組織 点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設置状況は適切であるか。 

 ○大学の理念・目的と学部（学科又は課程）構成及び研究科（研究科又は専攻）構成との適合性 

○大学の理念・目的と附置研究所、センター等の組織の適合性 

○教職課程等を置く場合における全学的な実施組織の適切性 

○教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等への配慮 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

基準３ 教育・研究組織 点検・評価項目② 

 

教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた

取り組みを行っているか。 

 ○適切な根拠（資料、情報）に基づく教育研究組織の構成の定期的な点検・評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目① 

 

授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 

 ○課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当該学位にふさわしい学習成果

を明示した学位授与方針の適切な設定（授与する学位ごと）及び公表 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

早稲田大学の総合性・独創性を生かし、体系的な教育課程と、全学的な

教育環境と学生生活環境のもとに、多様な学問・文化・言語・価値観の

交流を育み、地球社会に主体的に貢献できる人材を育成する。 

日本語教育研究科では、ますます多言語化・多文化化する社会状況の中

で多様な言語・文化背景を持ちつつ日本語によるコミュニケーションを

学ぶ学習者のための言語教育を、そしてそのような言語教育が実現でき

る社会の構築に貢献できる人材を育成することを目指している。 

修士課程では、日本語教育学の高度な専門性を備えた実践的な専門家を

養成する。 

博士後期課程では、日本語教育学の高度な専門性と実践力に加え、日本

語教育学をさらに発展できる研究能力を有する実践研究者の養成を主眼

とする（資料 1-①-2、1-①-3、1-①-4）。 

 

 

【グッドプラクティス】 

カリキュラム・ポリシーについては、研究科ウェブサイト、パンフレッ

ト、研究科要項に明記する他、新入生に対する教務ガイダンスにおい

て、教務主任が説明をしている。 

 

【課題】 

異なる母語や教育背景をもつ多様な在籍生に対し、よりわかりやすい表

現や提示方法を工夫する。 

1-①-2 研究科ウェブサイト 

1-①-3 研究科パンフレッ

ト（p.5） 

1-①-4 研究科要項(p.4-

5) 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学位授与方針を課程ご

と学位ごとに設定して

いる。 

・学位授与方針をウェブ

サイトや要項等で公表

している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学位授与方針は、知

識、技能、態度などの

要素を含んだものとな

っている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位授与方針は全学の

学位授与方針と連関性

を有している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学位授与方針に卒業要

件、修了要件が明示さ

れている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 
学位授与方針は全学の学位授与方針と連関性を有しているか判断できない。また、学位授与方針に卒

業要件、修了要件が明示されていないため、2 と判断した。 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目② 

 

授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。 

 ○下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定（授与する学位ごと）及び公表  

‐教育課程の体系、教育内容  

‐教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等  

○教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 

修士課程の教育カリキュラムは、「理論研究」「実践研究」｢演習｣を３

つの柱として構成されている。「理論研究」は、日本語教育学に関する

「専門知識」を修得し、学修の過程における議論等により「コミュニケ

ーション力」を養成することを目的としている。「実践研究」は、学内

外の教育機関との提携により日本語教育者としての「実践能力」を養成

することを目的としている。｢演習｣では、理論･実践の両面の視点から

修士論文の作成を中心に検討することにより、「問題発見・解決力」

「コミュニケーション力」を養成することを目的としている。 

博士後期課程においては、多様な言語観･能力観･教育観の共存する日本

語教育界に身を置きつつ博士論文の作成が可能な教育カリキュラムとな

っている（資料 1-①-2、1-①-3、1-①-4）。 

 

【グッドプラクティス】 

博士後期課程において WasedaMoodle 上に在学生ごとの学習ポートフォ

リオを設置し、研究活動の成果を適宜格納するようになっている。学習

ポートフォリオは全教員が全学生の内容を閲覧できるようになってお

り、主指導、副指導を中心に指導の参考としている。 

 

【課題】 

博士後期課程における教育課程を明示化し、共有する。 

 

1-①-2 研究科ウェブサイト 

1-①-3 研究科パンフレット

（p.5） 

1-①-4 研究科要項(p.4-5) 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の編成・実施

方針を課程ごと、学位

ごとに設定している。 

・教育課程の編成・実施

方針をウェブサイトや

要項等で公表してい

る。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施

方針は、編成に関する

考え方、実施に関する

基本的な考え方を含ん

でいる。 

・学位授与方針との連関

性を確認することがで

きる。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施 

方針に教育課程の体

系、教育内容、構成

する授業科目区分、

授業形態等を記載し

ている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3   



 

基準 4  教育課程・学習成果 点検・評価項目③ 

 

教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系的に編成してい
る か 。 
 ○各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置  
・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性  
・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮  
・単位制度の趣旨に沿った単位の設定  
・個々の授業科目の内容及び方法  
・授業科目の位置づけ（必修、選択等）  
・各学位課程にふさわしい教育内容の設定  
・初年次教育、高大接続への配慮（【学士】）  
・教養教育と専門教育の適切な配置（【学士】）  
・コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた教育への配慮等（【修士】【博士】）  
・理論教育と実務教育の適切な配置等（【院専】） 
・教育課程の編成における全学内部質保証推進組織 等の関わり  
○学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

本研究科は独立研究科であり、多様な学部課程を経た学生が修士課程に

進学してくる。そのような多様性を活かしつつ、日本語教育学の専門性

を修得できるよう、教育カリキュラムをデザインしている。 

修士課程の教育カリキュラムは、「理論研究」「実践研究」｢演習｣を３

つの柱として構成されている。 

「理論研究」は、言語、教育、社会の３つを軸とする全 34 科目で構成

されている。各科目について研究科としてシラバスの第 1 文を定め、授

業担当者はそれを踏まえて自らの授業を展開することにより、「理論研

究」としての体系性、整合性を保証している。 

「実践研究」は、本学日本語教育研究センターの日本語教育プログラ

ム、GEC の日本語教育副専攻プログラムの他、国内外の教育機関におい

て教育実践を行う全 12 科目で構成されている。 

｢演習｣は、「基礎演習」と「応用演習」で構成される。１学期目は専任

教員全員で担当する「基礎演習」を全新入学生が履修する。それによ

り、日本語教育学の広がりを知り、自らの研究テーマを定める。２学期

目以降は研究室ごとの「応用演習」を履修する。 

博士後期課程においては、主指導教員のほかに２名の副指導教員をおく

３名体制をとることにより、多角的な視点から研究指導を受けることが

できる。また、日本語教育の理論、および、実践について、自ら必要と

するタイミングに応じて教育機会を受けられるよう、修士課程の授業科

目を自由に履修できる制度をとっている（資料 1-①-3、 1-①-4、 4-

③-1、4-③-2、4-③-3）。 

 

【グッドプラクティス】 

多様な学部課程を経た学生を前提に、修士課程には「日本語教育学入

門」「日本語教育学研究方法論」の２科目を必修科目として設置してい

る。前者は、研究科教員が作成したフルオンデマンド科目となってお

り、曜日時限の制限なく、日本語教育学の基礎的知識を学べるようデザ

インされている 

 

【課題】 

現在、議論が進んでいる「登録日本語教員（国家資格）」への対応を検

討する。 

 

1-①-3 研究科パンフレッ

ト（p.6-11、p.16-17） 

1-①-4 研究科要項（p.6-

10） 

4-③-1 研究科ウェブサイ

ト(修士) 

4-③-2 研究科ウェブサイ

ト(博士) 

4-③-3 研究科学科目配当

表・研究科時間割 

 

 



【評価基準】 

1 2 3 4 5 

教育課程の編成・実施方

針と授業科目・教育課程

の連関性を確認できる。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施

方針に記載されている

内容の科目が設置され

ている。 

・科目区分と設定されて

いる授業時間数、単位

数が適切である。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の獲得という

観点から必修科目や専

門科目が適切に設置さ

れている。 

【学部】 

・初年次教育に配慮した

科目や教養科目、共通

科目等が適切に配置さ

れている。 

【研究科】 

・リサーチワークとコー

スワークが適切に組み

合わされている 

・１年次に研究倫理教育

を受講することを要項

等に記載している。 

【専門職】 

・理論教育と実務教育の

バランスに配慮してい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学修成果の獲得という

観点を踏まえて順次性

や体系性に配慮した教

育課程が編成されてい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・社会的および職業的自

立を図るための教育を

行っている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

4   

 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目④ 

 

学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 
○各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うための措置 
・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るための措置（１年間又は学期ごとの履修登録単位数の上限設定
等） 

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容及び方法、授業計画、事前事後の学修の
指示、成績評価方法及び基準等の明示）及び実施（授業内容とシラバスとの整合性の確保等） 

・授業の内容、方法等を変更する場合における適切なシラバス改訂と学生への周知 
・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法（教員・学生間や学生同士のコミュニケーション機
会の確保、グループ活動の活用等） 

・学習の進捗と学生の理解度の確認 
・授業の履修に関する指導、その他効果的な学習のための指導 
・授業外学習に資する適切なフィードバックや、量的・質的に適当な学習課題の提示 
・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数（【学士】） 
・研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュール）の明示とそれに基づく研究指導の実 
施（【修士】【博士】） 

・実務的能力の向上を目指した教育方法と学習指導の実施（【院専】） 
・各学部・研究科における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等の関わり（教育の実施 
内容・状況の把握等） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

 

【自己評価の理由】 

正規授業において、次のような措置を講じている。 

・「演習」においては、研究室ごとではなく全新入学生、全専任教員に

より実施される「基礎演習」を経て、１学期目終了時に２学期目以降の

指導教員を自ら選択できる制度をとることにより自律的な学びの機会を

創出している（資料 4-④-1）。 

・多くの授業において、一方的な知識伝達型ではなく、学生の主体的参

加を促す授業形態、授業内容及び授業方法（教員・学生間や学生同士の

コミュニケーション機会の確保、グループ活動の活用等）がとられてい

る。 

・非常勤講師を含むほぼすべての授業担当者が言語研究・言語教育を専

門としていることから、反転授業や ICT の活用といった授業実践の工夫

が早期に実施されている。 

・授業アンケートの結果を踏まえた Teaching Award の授賞を各学期に

行ない、研究科学位授与式にて表彰式を行い研究科関係者に公表してい

る（資料 4-④-2、 4-④-3）。 

・年間指導計画を公表している。 

 

正規授業外において、次のような措置を講じている（資料 4-④-4）。 

・「理論科目」「実践科目」においては、TA 制度を設けている。 

・日本語教育研究センターと連携した、日本語授業科目 TA 制度を設け

ている。 

・広く社会に開いた日本語教育学のノンディグリー講座にメンター制度

を設けている。 

・修士／博士院生が自主的に開催する交流の場として「日研ひろば」を

設けている。 

 

【グッドプラクティス】 

上記「基礎演習」の運用は、他大学には例をみないきわめてユニークな

指導体制であり、学生の主体的学びを保障するものである。 

【課題】 

4-④-1 2023 年度春学期 

基礎演習ガイダンス資料 

4-④-2 2022 年度春学期テ

ィーチングアワードの件

_221215FIRE 教授会資料 

4-④-3 研究科学位授与式

式次第 

4-④-4 日本語教育のプロ

になるための道すじ 課外活

動 

 

 

 

 



【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の編成・実施

方針と教育方法の連関

性が確保されている。 

・授業内容・形態に配慮

したクラス規模を設定

している。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・年間の登録単位数が５

０単位を超過している

学生について申し合わ

せに定める区分に応じ

て対応している。 

・シラバスチェックリス

トを活用し、記載項目

に漏れがないか組織的

に確認を行っている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・授業外における学習に

対する指導体制を構築

している。 

【研究科】 

・研究指導計画を学生に

明示している。 

【専門職】 

・実務的能力育成のため

の教育上の工夫を行っ

ている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・各科目の到達目標と

DP で定める学修成果

などポリシーとシラバ

ス記載内容の整合性が

確保されている。 

・学修成果の獲得という

観点から、適切な授業

方法、形態が採用さ

れ、実施されている。 

【研究科】 

・研究指導計画に基づき

研究指導を実施してい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学位プログラムとして

の順次性・体系性に配

慮した科目の配置が行

われている。 

【学部】 

・対話型、問題発見・解

決型授業の割合が

75 ％を超過してい

る。 

【研究科】 

・研究指導計画について

定期的に見直しを行っ

ている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
  

 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑤-1 

 

成績評価、単位認定を適切に行っているか。 
○成績評価及び単位認定を適切に行うための措置  
・単位制度の趣旨に基づく単位認定  
・既修得単位等の適切な認定  
・成績評価の客観性、厳格性、公正性、公平性を担保するための措置   

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 

すべての授業科目について、成績評価の方法をシラバスに記載してい

る。成績評価については、相対評価ではなく絶対評価としている。初回

授業において、授業担当者が履修生に説明をし、質疑応答の機会を設け

ている。他大学を含めた入学前の既修得科目については、入学時の本人

からの自己申告および提出書類に基づき、既修得科目シラバスとの合致

度、および、成績（Ａ以上）に基づき審査し、既習得単位としての認定

可否を判断している（資料 1-①-4、 4-⑤-1-1、 4-⑤-1-2）。 

 

【グッドプラクティス】 

 

【課題】 

ルーブリックなど成績評価の客観性を確保する仕組みを構築する。 

1-①-4  研 究 科 要 項

（p.32） 

4-⑤-1-1 シラバス 

4-⑤-1-2 研究科ウェブサ

イト 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・事前事後の学修を含め

た単位制度の趣旨につ

いて教員・学生への周

知・徹底を行ってい

る。 

・既修得単位の認定につ

いて箇所内で明確なル

ールを定めている。 

【学部】 

・「学部教育における成

績評価基準に係わる申

し合わせについて」に

基づいた運用を行って

いない。 

【研究科】 

・成績評価基準を定めて

いない。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・既修得単位の認定に関

するルールについて、

要項等で学生に周知し

ている。 

・成績評価基準に基づい

た運用を行っている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の可視化に関

連する科目については

絶対評価を用いるなど

科目の性質に応じた柔

軟な運用を行ってい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・成績評価を行うにあた

って、ルーブリックを

使用するなど、客観性

を確保するための取り

組みを行っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・各科目における成績分

布を箇所内で共有し、

適切な成績評価が行わ

れているか確認する仕

組みを構築している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
  

 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑤-2 

 

学位授与を適切に行っているか。 

○学位授与を適切に行うための措置  

・学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示・公表  

・学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置  

・学位授与に係る責任体制及び手続の明示  

・適切な学位授与  

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

修士課程では、日本語教育学の高度な専門性を備えた実践的な専門家を

養成する。学位論文審査基準および審査の観点は研究科要項に明示して

いる（資料 1-①-4）。修士学位の論文審査（非公開）においては、指導

教員が主査をつとめ、指導教員以外の研究科教員２名が副査をつとめ

る。博士後期課程では、日本語教育学の高度な専門性と実践力に加え、

日本語教育学をさらに発展できる研究能力を有する実践研究者の養成を

主眼とする。学位論文審査基準および審査の観点は研究科要項に明示し

ている（資料 1-①-4）。博士学位の論文審査については、予備論文の審

査会（研究科内公開）において執筆継続の可否を判断し、その後、本論

文の審査会（完全公開）における審査となる。本論文の審査体制（主査

１名、副査２名）には、主指導教員は加わらない。また、必要に応じ

て、研究科外の専門家を副査として招聘できる制度をとっている（資料

4-⑤-2-1、 4-⑤-2-2）。 

 

【グッドプラクティス】 

修士学位の論文審査にあたっては、審査体制のなかで合否結果がわかれ

た場合は、全教員で当該論文を読み、運営委員会にて投票にて合否を決

定する仕組みを持っている。博士学位の論文審査にあたっては、主指導

教員は審査体制に加わらないという制度を設定し、審査の厳正性、客観

性を担保している。予備の審査員を配置し、不測の事態にあっても円滑

に審査会が実施できるよう備えている。 

 

【課題】 

学位授与の認定にあたってルーブリック評価を行うなど、客観性、透明

性を確保する。 

 

1-①-4 研究科要項(p.14、 

p.27) 

4-⑤-2-1 研究科ウェブサ

イト 

4-⑤-2-2 博士学位審査体

制について 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・卒業・修了の要件を定

めている。 

・卒業・修了の要件を刊

行物、ウェブサイト等

で公表している。 

・既修得単位数について

上限を超えて認定され

ないような仕組みを設

定している。 

【研究科】 

・研究指導の方法やスケ

ジュールを定めてい

・評価基準１を満たして

いる。 

・学位授与の責任体制・

手続きについて定めて

いる。 

・既修得単位の認定につ

いて箇所内での基準・

手続き方法を定め、要

項等で周知している。 

【研究科】 

・研究指導の方法やスケ

ジュールを学生にあら

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位授与の責任体制・

手続きを要項等で明示

している。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

【学部】 

・卒業論文等について複

数の教員で審査するな

ど組織的な審査体制を

構築している。 

【研究科】 

・副指導教員を置くなど

研究指導体制の充実を

図っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学位授与の認定にあた

ってルーブリック評価

を行うなど、客観性、

透明性の確保のための

工夫を行っている。 



る。 

・学位論文等の審査基準

を公表している。 

かじめ明示している。 

・学位論文の審査基準を

学生に文書等であらか

じめ明示している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
副指導教員を置くなど研究指導体制の充実を図っているかは根拠資料からは読み取れないため、３と

判断した。 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑥ 

 

学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 

○各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定 

○学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

１ 

【自己評価の理由】 

 

「修士（日本語教育学）」および「博士（日本語教育学）」について、

学位授与までに身につけるべき成果は、「専門知識」「実践能力」「問

題発見・解決力」「コミュニケーション力」「国際性」の５つの観点か

らそれぞれ定めている（資料 1-①-4、 4-⑥-1）。 

 

【グッドプラクティス】 

 

 

【課題】 

学修成果を把握、評価するための方法を開発する。 

 

1-①-4 研究科要項(p.5) 

4-⑥-1 研究科ウェブサイ

ト 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学修成果の指標および

可視化の方法を検討し

ている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学修成果の指標および

可視化の方法を定めて

いる。 

・学位授与方針で示した

学修成果と可視化の方

法の関連性が明確であ

る。 

・可視化の方法が多角的

かつ適切な方法となっ

ている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の指標および

可視化の方法が専門分

野の性質に応じた適切

なものとなっている。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・間接評価と直接評価を

組み合わせて可視化を

行っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・直接評価と間接評価の

相関分析などによりデ

ータの妥当性を検証し

ている。 

・経年比較などを行って

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 アセスメントポリシーを web で公開しているので、２は達成していると判断した。  

  



基準 4  教育課程・学習成果 点検・評価項目⑦ 

 

教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改

善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

１ 

【自己評価の理由】 

教育課程及びその内容、方法の点検・評価については、次のように取り

組んでいる。 

・全学の学生授業アンケートの結果を各担当教員に送付し、授業実践の

振りかえり、改善等の資料としている（資料 4-⑦-1）。修士１学期目

の基礎演習については、研究科独自のアンケートを作成し、全教員で共

有し、その結果を自己点検・評価に反映させている（資料 4-⑦-2）。 

・修学上に問題を抱えている学生がいる場合には、事例に応じて、研究

科執行部、学生委員会、教務委員会、専任教員会議等で情報を共有し、

対応している。必要があれば、学内外機関（医療機関）などとも連携を

している。 

・各科目の履修者数を運営委員会で共有し、科目履修の動向について情

報を共有し、カリキュラム編成に関する中期計画に反映させている（資

料 4-⑦-3）。 

・日本語教員の国家資格化をはじめとする社会における日本語教育への

要請に対応すべく、適宜、教務委員会がカリキュラムを見直している

（資料 4-⑦-4）。 

 

【グッドプラクティス】 

【課題】 

個別の取り組みを構造化し、研究科としての体制、方法を整備する。 

4-⑦-1 学生授業アンケー

ト結果_2023 春 

4-⑦-2 【Ｍ45】基礎演習 

授業アンケート結果 

4-⑦-3  2023 年度春学期

科目登録者数について 

4-⑦-4 教務委員会議事録 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の内容、方法

等の自己点検・評価の

体制・方法等について

検討を行っている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の内容、方法

等の自己点検・評価の

体制・方法等について

内規等で定めている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の可視化を定

期的に行い、その評価

結果を教育課程の検討

を担う組織にフィード

バックしている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・点検・評価結果を踏ま

え、教育課程の改善・

向上に向けた検討に着

手している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・点検・評価結果を踏ま

えた教育課程の改善・

向上の実績がある。ま

た、定期的に改善・向

上を検討するサイクル

が確立している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1   

 

 



基準 5  学生の受け入れ 点検・評価項目① 

 

学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設定及び公表  

○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定  

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像  

・入学希望者に求める水準等の判定方法 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 

早稲田大学では、『学問の独立』の教育理念のもとで、一定の高い基礎

学力を持ち、かつ知的好奇心が旺盛で、本学の理念である進取の精神に

富む、勉学意欲の高い学生を、わが国をはじめ世界から多数迎え入れ

る。 

国内外における日本語教育の需要の増大と多様化の時代にあって、日本

語教育は大きな転換期を迎え、こうした変化に対応可能な、かつ高度な

知識と実践力のある日本語教育専門家が強く求められている。このよう

な社会的ニーズに応えるべく、本研究科では、日本語教育の現職経験

者、多様な社会経験を有する者など、日本語教育に強い関心と意欲を持

つ者を積極的に受け入れている。 

修士課程においては、日本国内外の受験生を対象とした一般入試に加

え、学内選抜入試、海外指定校制度、国費留学生等入試など多様な入試

制度を設けている。なお、一般入試には学校や行政機関の常勤教職員を

対象とした現職社会人コースも含まれる。博士後期課程においては、一

般入試に加え、国費留学生等入試、中国国家建設高水準大学公費派遣研

究生受入制度を設けている。いずれの入試も、面接をオンラインで行う

など、国内外を問わず、どこからでも受験が可能である。 

本研究科では、修士課程・博士後期課程ともセメスターごとに入学者選

抜を行い、世界各国・各地域の留学生、現職の日本語教師、社会人な

ど、それぞれ異なる背景を持った様々な人たちを広く迎え、日本語教育

学の専門家を養成している。 

以上を「アドミッションポリシー」として研究科ウェブサイトなどで公

開している（資料 1-①-3、 5-①-1、5-①-2）。 

 

【グッドプラクティス】 

 

 

【課題】 

とくに国費留学生等入試について、受け入れ方針のさらなる検討が必要

である。 

1-①-3 研究科パンフレッ

ト（p.5） 

5-①-1 研究科ウェブサイ

ト 

5-①-2 研究科要項(p.5) 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・課程ごとに学生の受け

入れ方針を設定してい

る。 

・学生の受け入れ方針を

刊行物やウェブで公表

している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針

に、求める学生像を明

示している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位ごとに学生の受け

入れ方針を定めてい

る。 

・他のポリシーとの一貫

性が確保できている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針

に、入学前の学習歴、

学力水準、能力、判定

方法についても明示し

ている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 



前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3   

  



基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目② 

 

学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実
施しているか。 
○学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 
○授業料その他の費用や経済的支援に関する情報提供 
○入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整備 
○公正な入学者選抜の実施 
・オンラインによる入学者選抜を行う場合における公正な実施 

○入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 
・オンラインによって入学者選抜を行う場合における公平な受験機会の確保（受験者の通信状況の顧慮等） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

修士課程においては、学生の受け入れ方針に基づき日本国内外の受験生

を対象とした一般入試に加え、学内選抜入試、海外指定校制度、国費留

学生等入試などの入試制度を設けている。博士後期課程においては、一

般入試に加え、国費留学生等入試、中国国家建設高水準大学公費派遣研

究生受入制度などの入試制度を設けている（資料 5-①-1、5-②-2）。

いずれも、２次選考である面接試験はオンライン（Zoom）で実施し、来

校することなく世界中から受験が可能である（資料 5-②-3）。面接試

験のオンライン実施にあたっては、全受験生に対して事前に接続確認の

機会を設けるなどの対策を講じ、通信トラブルなどの回避に努めている

（資料 5-②-4、5-②-5）。公平、公正な入学者選抜を保証するため、

受験生あるいは受験希望者との事前の個別コンタクトはとらない。その

代わり全学の大学院説明会に参画するほか、半年に１回、研究科として

入試説明会を開催し、全専任教員が参加し、個別相談に応じるといった

対応をとっている（資料 5-②-6）。 

学費、奨学金などの情報提供については、研究科事務所が窓口となり対

応している。在籍生に対してはメーリングリストを利用した情報提供の

ほか、問い合わせがあれば都度、対応している。入学者選抜の結果につ

いては、都度、入試制度ごとの出願、合格者数を全教職員で共有し、現

状および将来的な方針を確認している（資料 5-②-7）。 

 

【グッドプラクティス】 

修士課程、博士後期課程のいずれにおいても、２次選考である面接試験

はオンライン（Zoom）で実施し、来校することなく世界中から受験が可

能である。 

 

【課題】 

現職社会人コースの運用が十分ではないため、今後の検討が求められ

る。 

5-②-1 研究科ウェブサイト

(修士) 

5-②-2 研究科ウェブサイ

ト（博士） 

5-②-3 研究科入試要項 

5-②-4 【受験生宛文書】

修士課程入学試験_第 2 次

選考について 

5-②-5 教職員用進行マニ

ュアル_Zoom による面接選

考 

5-②-6 研究科ウェブサイ

ト 

5-②-7 日研志願者推移

（2018～現在） 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学生の受け入れ方針と

選抜制度に関連性が確

保されている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針を

具現化するための運営

体制を整備している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・整備された運営体制の

もと入学者の選抜が公

正に実施されている。 

・費用や経済的支援に関

する情報提供を行って

いる。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・方針に沿った学生を受

け入れていることをデ

ータにより確認してい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針を

具現化するための運営

体制の見直しを行って

いる。 

 

 



前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
根拠資料、取り組み状況からは、方針に沿った学生を受け入れていることをデータにより確認してい

るかは読み取れないため、３と判断した。  

 

  



 

基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目③ 

 

適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に管理しているか。 

○入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 

・入学定員に対する入学者数比率（【学士】） 

・編入学定員に対する編入学生数比率（【学士】） 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 

修士課程の収容定員に対する在籍学生数比率は、88％（収容定員 100

名、在籍学生 88 名）である。博士後期課程の収容定員に対する在籍学

生数比率は、60％（収容定員 45 名、在籍学生 27 名）である（資料 5-

③-1）。 

修士課程については、入試段階において合格者が収容定員に満たない場

合には、内規に基づき合格基準を下げて合格者を増やしている（5-③-

2、5-③-3）。 

 

 

【グッドプラクティス】 

 

 

【課題】 

 

5-③-1 令和 5 年度 学校法

人基礎調査票 

5-③-2 修士課程入試 1 次

判定メモ 

5-③-3 修士課程入試 2 次判

定メモ 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・収容定員に対する在籍

学生数比率の管理を行

っている。 

【学部】 

・入学定員充足率の５年

平均もしくは収容定員

充足率が、是正勧告に

該当する基準（注１）

をクリアしている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

【学部・研究科】 

・入学定員充足率の５年

平均もしくは収容定員

充足率が、改善課題に

該当する基準（注２）

をクリアしている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

【学部・研究科】 

・収容定員と在籍学生数

に齟齬が生じた場合の

対応方法やフローを確

立している 

・評価基準３を満たして

いる。 

・３つのポリシーなどに

基づいて、あるべき収

容定員数について意見

交換を行う機会を設定

している。 

 

注１～注２：大学基準協会「評価にかかる各種指針」参照 

       

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3  

  



基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目④ 

 

学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向け

た取り組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

専任教員会議、入試判定会、運営委員会等において、学生の受け入れに

ついて定期的に点検・評価を行っている。課題が見いだされた場合に

は、集中的に議論をする WG 等を設け、情報や課題の整理を行い、研究

科内手続きに則った改善を行っている（資料 5-④-1）。 

 

【グッドプラクティス】 

海外指定校と、年に一回面談の機会を持ち、学生に対する情報交換や、

指定校推薦入学制度そのものについても議論している。 

 

【課題】 

 

 

 

5-④-1 2022 年度 専任教

員会議議題一覧 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の基

準、体制、方法、プロ

セスについて検討して

いる。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の基

準、体制、方法、プロ

セスを内規等で定めて

いる。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価を定

期的に実施している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の結

果に基づき、改善に取

り組んでいる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の結

果に基づき、定期的な

改善実績がある。 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
学生の受け入れに関する自己点検・評価の基準、体制、方法、プロセスを内規等で定めているか根拠

資料からは読み取れないため、3 と判断した。 

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員組織の編制に関する方針を明示し

ているか。 

○求める教員像の設定 

・各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等 

○各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針（分野構成、各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責

任所在の明確化等）の適切な明示 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

２ 

【自己評価の理由】 

教員組織の編制は、全教員が参加する会議において定期的に共有し、見

直しを行っている。新規採用教員の要件については、早稲田大学教員任

免規則にて定めており、大学設置基準より高い要件を求めている。その

うえで、2012 年 11 月に策定された Waseda Vision 150 に基づき、本研

究科においては、日本語教育学に関する高い専門性、研究能力をもつだ

けでなく、日本語教育の実践者としても高い能力を持つ者を教員像に求

めている。 

 

【グッドプラクティス】 

 

 

【課題】 

すべての専任教員は日本語教育学を専門とするが、その下位分野につい

て明示することが可能か検討する。具体的には、文化庁から提示された

５領域による分類などが考えられる（資料 6-①-1）。 

6-①-1 「日本語教育人材

の養成・研修の在り方につ

いて（報告）改定版」 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

各学部・研究科の教員組

織の編制に関する方針を

定めている。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編制に関する方

針において求める教員

像を提示している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編制に関する方

針を箇所内で適切に共

有している。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・教員組織の編制に関す

る方針について定期的

に点検・評価を行う体

制となっている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・教員組織の編制に関す

る方針についての点

検・評価の結果に基づ

き、定期的な改善を行

っている。 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1 
根拠資料から、各学部・研究科の教員組織の編制に関する方針において求める教員像を読み取れない

ため、1 と判断した。 

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目② 

 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を編制しているか。 

○学部・研究科等ごとの専任教員数 

○適切な教員組織編制のための措置 

・教員組織の編制に関する方針と教員組織の整合性 

・各学位課程の目的に即した教員配置 

・国際性、男女比 

・特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配慮 

・教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授又は准教授）の適正な配置 

・研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 

・教員の授業担当負担への適切な配慮 

○教養教育の運営体制 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 

専任教員数（任期付教員を含む）は、教員基礎数を踏まえた教員採用に

関する中期計画を立て、これを実施している。国際性については、専任

教員（11 名）では「日本国籍の者 10 名、日本国籍以外の者 1 名」、非

常勤講師を含む全教員（30 名）では「日本国籍の者 26 名、日本国籍以

外の者４名」となっている。男女比については、専任教員では「男性５

名、女性６名」、非常勤講師を含む全教員では「男性 11 名、女性 19

名」となっている（資料 6-②-1、6-②-2)。 

 

【グッドプラクティス】 

女性教員や外国人教員の参画を、本学においてもっとも実現している箇

所である。 

 

【課題】 

6-②-1 教員の男女比・国

籍比（常勤教員） 

6-②-2 教員の男女比・国

籍比（授業担当教員） 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・専任教員数または教授

数が設置基準を満たし

ている。 

【専門職】 

・実務家教員が適切に配

置されている。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教員組織の編制方針に

則った採用活動を行っ

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編成に関する方

針に基づく適切な教員

編成となっている。

（課程の目的、主要な

授業科目への専任教員

の配置、研究科担当教

員の資格の明確化） 

・評価基準３を満たして

いる。 

・国際性、男女比、年齢

構成、各教員の授業負

担のバランスの観点に

おいて適切に教員を配

置している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

【学部】 

・教養科目や共通科目等

の運営についての体制

を構築している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1 
教員組織の編制方針が根拠資料になく、教員組織の編制方針に則った採用活動を行っ 

ているか判断できなかったため、1 と判断した。 

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目③ 

 

教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定と規程の整備 

○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 

人事について中期計画を立て、大学本部と連携をとりつつ進めている。

教員の募集は公募を原則とし、国内外の関連箇所に募集要項を広く送付

している。募集要項には、テニュアトラックを含めた職階を並記し、早

稲田大学教員任免規則に基づいた職階により採用するという申し合わせ

を研究科として定めている。教員の採用には、書類選考、面接選考など

すべてのプロセスに全専任教員が関わっている。採用については、人事

委員会、運営委員会で承認し、その後、国際学術院教授会で承認するプ

ロセスをとる。これらの採用プロセスについて「教員採用候補者に関す

る報告書」を作成し、法人会議に提出している（資料 6-③-1、 

6-③-2）。 

 

 

【グッドプラクティス】 

人事について中期計画を立て、大学本部と連携をとりつつ進めている。 

 

【課題】 

 

 

 

 

6-③-1 専任教員人事 中

期計画 

6-③-2 2025 年度採用募集

要項 

  

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・募集、採用、昇任等に

関する基準や手続きを

定めている。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・募集、採用、昇任等に

関する基準や手続きを

定め、規定化すること

により箇所内で共有し

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・規定に基づき、募集、

採用、昇任等の実施が

行われている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・規定や運用について定

期的に自己点検・評価

を行う体制となってい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・点検・評価の結果を踏

まえて定期的な改善を

行っている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
根拠資料からは、規定や運用について定期的に自己点検・評価を行う体制となっているかは読み取れ

ないため、３と判断した。  

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目④ 

 

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上及び教員組織の改

善・向上につなげているか。 

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の組織的な実施 

○教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 

学生委員会、教務委員会などにおいて、事例に応じたファカルティ・デ

ィベロップメント（FD）を行っている。全専任教員が参加する FD も定

期的に開催し、教員の資質向上及び教員組織の改善・向上を目指してい

る。2023 年度上半期は、4 月 25 日「登録日本語教員勉強会 第 1 回」、

5 月 16 日「登録日本語教員勉強会 第 2 回」、5 月 30 日「登録日本語教

員勉強会 第 3 回（文化庁 松井氏講演）」を実施した（資料 6-④—1、

6-④—2、6-④—3）。 

 

【グッドプラクティス】 

国家資格化としての「登録日本語教員」について、文化庁から講師を招

き FD を開催した。 

 

【課題】 

 

 

 

 

6-④—1 230425_第 1回登録

日本語教員勉強会資料 

6-④—2 230516_第 2回登録

日本語教員勉強会資料 

6-④—3 230530_第 3回登録

日本語教員勉強会資料 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学部・研究科単位で

FD 活動を行ってい

る。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・課程ごとに教育改善に

かかる FD が組織的に

実施されている。 

・教育に加えて研究や社

会貢献活動のかかる資

質向上を目的とした

FD が実施されてい

る。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・エビデンスにより明ら

かになった課題の改善

を目的とした FD プロ

グラムを実施してい

る。 

・恒常的に専任教員の

3/4 以上が FD プログ

ラムに参加している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・FD 活動によって教育

活動等の改善を行って

いる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・自己点検・評価の結

果、FD 活動の改善に

取り組んでいる。 

・専任教員全員が恒常的

に FD プログラムに参

加している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

5   

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目⑤ 

 

教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り

組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価  

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

1 

【自己評価の理由】 

教員の国籍、性別を統計情報としてとりまとめ、公開することはしてい

ない。専任教員の専門性については、研究科ウェブサイト、パンフレッ

トなどにキーワード、短文などで情報を掲載し、客観的に確認できる仕

組みとなっている（資料 1-①-3、 6-⑤-1）。 

 

【グッドプラクティス】 

 

 

【課題】 

教員の国籍、性別を統計情報としてとりまとめ、公開することを検討す

る。 

 

1-①-3 研究科パンフレッ

ト(p.27) 

6-⑤-1 研究科ウェブサイ

ト 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教員組織に関する自己

点検・評価に対する基

準、体制、方法、プロ

セス等を検討してい

る。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価に対する基

準、体制、方法、プロ

セス等を内規等で定め

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価を実施して

いる。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価の結果を踏

まえ改善に取り組んで

いる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価を踏まえ定

期的に改善を行ってい

る。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1   

 


